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Ａ．研究目的 

本研究の目的は，臓器・組織提供数の増加

を目指し，その障壁となっている啓発に関する

研究要旨： 

本研究の目的は、臓器・組織提供数の増加を目指し、その障壁となっている啓発に関する行

動課題を特定し、その解決のための「行動変容」促進因子と方策を明らかにすることである。

目的を達成するための具体的な目標を以下と設定する。 
①地域の啓発に必要な資源の網羅的調査と必要資源の明確化 
②地域啓発プロセスの開発とそのパイロット検証 
③プロセスモデルの複数地域における実証 
④医療者への啓発課題の抽出と施策策定・実施 
⑤地域における啓発の共創環境整備と実装への参画 

R4 年度は研究課題の抽出や必要資源の明確化のために、各々の研究者が各種定量調査や定

性調査、およびその分析を実施した。その結果、一般市民や医療現場における行動障壁や行動

促進因子などが明らかとなった。これらの結果を受け、R5 年度は、調査結果をより精緻化し、

課題解決のための施策を探求し、その検証に取り組み始めた。R6 年度は、啓発を実施するため

の体制整備への戦略を導出・提案、活用についての評価、マニュアルを完成した。また、時代や現場

ニーズに応じた実効性の高い啓発方法の開発、学校教育現場での活用を意図したウェブサイトや教

材の作成、医療者育成のための教育コンテンツの作成、臓器提供に前向きな姿勢で取り組んでいく

ための支援策の策定、その効果を検証した。さらに、全分担班の成果を掲載し、地域の啓発施策を科

学的に支援するウェブサイトを構築した。 
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行動課題を特定し，その解決のための「行動変

容」促進因子と方策を明らかにすることである。

一般に対しては，臓器提供についての家族等

との対話，意思決定・意思表示への行動変容，

医療者に対しては，提供プロセスにおける望

ましい行動への変容を促進することを目標

とし，学際的な行動科学理論に基づく施策策

定から効果測定・評価までのプロセスを開発し，

それを地域で多様なステークホルダーとともに

展開するモデルを構築する。 
 本研究の必要性は 4 点挙げられる。まず，

意思決定・意思表示に着目する必要性である

が，提供数に影響を与える重要因子であり，

世論調査によると，本人の意思表示がない場

合の家族の意思決定に対する負担感は 85.6%
にも関わらず，意思表示率は 10.2%に留まっ

ているからである。次に，行動変容メカニズム

に基づく啓発の必要性であるが，同調査から，

臓器提供に関心をもつことと意思表示をす

ることのギャップが示された。これを埋める

ためには，行動変容ステージモデルの考えが

必要である。また，現在の啓発は「伝える」

に留まっているため，意思表示行動への変容

まで至らない。啓発の目的を情報伝達から「行

動変容」へと転換し，科学的に介入施策を立

案・実施し，その効果を測り評価することが必

要である。そのアプローチとして，行動経済

学を包括する諸行動科学理論を最適化する

「ソーシャルマーケティング」が有用である。3
番目に医療従事者への啓発の必要性である。

厚生科学審議会移植委員会にて医療従事者

への啓発・教育が求められていることに加え，

医療者の態度が一般の態度に影響するとの

報告もあることから，移植・提供に従事する

医療者の態度・行動について実態を把握し，

望ましい態度・行動へと変容を促す必要があ

る。4 番目にシームレスな普及啓発の必要性で

ある。幼少期から社会人に至るまで，臓器移

植について考える文化を醸成することの大

切さが提言されているからである。 
 以上から，目的を達成するための具体的な

目標を以下の 5 点と設定する。 
①地域の啓発に必要な資源の網羅的調査と

必要資源の明確化 
②地域啓発プロセスの開発とそのパイロッ

ト検証 
③プロセスモデルの複数地域における実証 
④医療者への啓発課題の抽出と施策策定・実

施 
⑤地域における啓発の共創環境整備と実装

への参画 
 

Ｂ．研究方法  

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に

関する研究（島田分担班） 

啓発に必要な資源を明確化し，その整備へ

つなげることを目的とした。移植学会臓器提

供普及啓発委員会，JOT，都道府県コーディ

ネーター（以下，Co.）と協働し，R4 年度は，

47 都道府県の啓発資源（医療従事者，行政，

市民団体，賛同企業など），活動実績について

網羅的な調査を行った。R5 年度はそれらの分

析から，地域啓発に必要な資源と体制を明確

化し，R6 年度は啓発を実施するための体制整

備への戦略を導出・提案した。 
 
②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
本研究の目的は、全国で活用され得る効果

的な啓発活動を可能とする啓発プロセスを開発

し、『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュ

アル』と総合website を作成することである。その

ため、次の 7 つの課題に取り組んだ。1)既導

出の意思表示行動メカニズムの精緻化、2)「臓

器提供迷ってますカード」の社会実装とその

評価、3)意思表示行動メカニズムに基づく対

話支援ツールの開発と検証、4)中学生を対象

とした「いのち」の授業と家庭内対話の促進、

5)海外渡航時の注意喚起動画の作成、6)自治

体や都道府県等に過度な負担をかけない啓発

施策支援の仕組みの構築（『科学的根拠に基

づく地域連携・啓発マニュアル』および専用

ウェブサイトの作成）、7)学際的な国際連携と

成果発信である。 
R4 年度は、臓器提供に関する対話や意思表

示の促進を目的に、既導出の意思表示行動メ

カニズムを精緻化し，現状調査，介入施策の

策定，効果測定項目と方法，評価の共創プロ

セスを開発した。R5 年度は、新たな 16,050 例

の調査・分析により、そのメカニズム、プロ

セスの検証し、意思決定の阻害・促進因子を

抽出した。それらをもとに、R5～R6 年に、意

思決定の「先延ばし行動」への対応として「臓

器提供迷ってますカード」を開発し、大学生調

査および実地配布を通して実用性を評価した。

さらに、家族との対話促進を目的に、行動科

学に基づいた「対話・意思決定支援ツール」を

開発し、大学生、中学生において 2 人 1 組で

の活用による意思形成の支援効果を確認した。 
教育分野では、中学校の道徳授業を通じて

「生命の尊重」に関する理解と家庭内対話の

接点創出を試み、全中学校（10,451 校）の道

徳推進教師に対する授業実践に関する調査と

Web『生命の尊さを伝える広場』教材の有効性

に関する調査、中学生の子をもつ保護者を対
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象とした対話に関する調査を実施した。 
臓器移植の安全啓発の一環として、海外渡

航のリスクを伝える動画を DICG の資料をも

とに日本語翻訳し、YouTube を通じて公開し

た。 
これらを総括し、自治体職員や都道府県コ

ーディネーターの負担軽減を目指し、行動科

学とソーシャルマーケティングに基づいた

『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュアル』

とウェブサイトを作成。地域の啓発施策の実施

を支援する基盤を整備した。 
さらに、国際的な学術ネットワークの構築

と成果発信を目的に、行動科学の専門家との

連携や国際会議での発表・情報交換も推進し

た。 
 

③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
臓器提供数の少ない地域におけるプロセ

スモデルの実証を行うとともに，地域の特色

にあった啓発の在り方を明らかにすること

を目的とした。パイロット地域は，どの地域

でも活用可能なプロセスを開発するため，人

口比別臓器提供数が少ない地域（福島県）と

した。R4-5 年度は，パイロット地域として瓜

生原分担班とともに，一連の共創プロセス

（市民を対象とした定性・定量調査, 行動障

壁・動機の明確化, 介入施策の立案, 実装, 測
定結果の分析・評価）についての検証を進め

た。R6 年度は，渥美分担班と協働し，医療者

への調査を行い，提供が少ない理由を明確に

した。そのうえで対策を講じた。 
 

④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（江川・吉住分担班） 
移植に携わる医療者への啓発に関する課

題の抽出と解決策策定・実施を目的とした。

R4 年度（江川班）はメディアワークショップ

を行い，移植報道に携わるメディアへの理解

促進を図った。R5-6 年度（吉住班）は，医療

系学生の臓器移植に対する態度・行動，意思

表示の実態を明らかにした。分析から課題を

抽出し，解決策を策定した。また，医学部コ

アカリキュラムに移植と脳死が組み込まれ

ることから，文部科学省と協力し医学生の移

植教育コンテンツの作成を行なった。 
 
④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
提供に携わる医療者への啓発に関する課

題の抽出と解決策策定・実施を目的とする。

R4 年度は，関連学会と協力し，提供に携わる

医療者における移植医療への態度・行動に関

する実態調査を行い，啓発課題を抽出した。

R5-6 年度は，分析から解決策の策定に繋げた。

具体的には，臓器提供に前向きな姿勢で取り

組んでいくための支援策を提示した。 
 
 （倫理面への配慮） 

研究に際しては医療倫理，研究倫理の倫理

性を担保するためにそれぞれの研究者は倫

理講習を受講している。また，各研究者のそ

れぞれの研究において，倫理委員会等の審査

が必要である場合には，適宜倫理審査を受け，

承認を受けることを前提とした。本研究では，

個人情報を含むインタビュー調査データや

アンケート調査データを用いる。そのデータ

の利用にあたっては，データの利用期間や利

用場所など，使用ルールの遵守を徹底してい

る。調査においては、回答者への説明行い同

意を得ている。また、外部業者アンケート調

査などの場合、登録者への倫理的配慮として，

匿名性の担保，同意を得た者のみ回答できる

しくみとした。また，回答者は回答結果の送

信を途中でキャンセルできるしくみを設け

た。 
 
Ｃ．研究結果 

以下のような結果が得られ，全ての分担班

において，目的を達成した。研究班毎に詳細

を記述する。 

 

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に関

する研究（島田分担班） 

R4年度，都道府県内の啓発活動のために必要

な体制づくりには，行政・マスコミ・教育機

関などとの連携，県Co.と医療者の連携強化，

人員増加のための予算が必要であることがわ

かった。R5年度，地方自治体との連携の障壁

として，行政担当者と医師/Co間のやり取り不

足が挙げられ，三位一体の活動をしている「モ

デル啓発事例」を共有する必要性が明らかと

なった。そこで，R6年度，啓発モデルを複数

県選別し（長崎県，熊本県，広島県，沖縄県），

長崎県及び熊本県の具体事例をwebsiteで共有

できる形にした。 
 

②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
1)既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化：
11府県における意思表示行動メカニズムの再
検討 
 11都道府県、合計16,050名を分析対象とし
た。意思表示率は10.2%（富山県）～15.3%（沖
縄県）、意思決定率は20.3%（富山県）～28.
6%（沖縄県）であり、地域での違いはみられ
なかった。一方、意思表示に関する行動変容
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ステージの分布について検討した結果、どの
府県も「臓器提供に関心があるが、臓器を提
供する・しないは考えていない」が最も多か
った。「関心がある」と回答した中でも臓器
提供について考えていない人が約8割を占め
ており、関心をもっている場合においても、
臓器提供について考えているかどうかが鍵
であることが示された。また、意思決定をし
た人においても、意思表示するまでは考えて
いない人が約半数であった。したがって、関
心有り率、意思決定率、意思表示率といった
評価指標ではなく、行動変容ステージを指標
とする方が適切であることが示唆された。 

臓器提供に対する態度として、自身の臓器
提供意図は、40.3%（富山）～52.5%（沖縄）
であった。一方、家族の意思の尊重について
は、約9割が家族の意思を尊重したいと回答
した（86.7%：長崎県～90.8%：沖縄）。また、
家族の臓器提供を決断することに対して約8
割が負担を感じていた（78.7%：沖縄～83.2
8%：富山）。 
臓器提供に対するイメージについては、既

存の研究結果（瓜生原、2021）と同様に、不
安（56.7%：沖縄～61.5%：福島）、抵抗感（4
2.3%：沖縄～51.1%：富山）を感じる人が多
く、身近（10.3%：静岡～15.8%:沖縄）、誇り
（23.4%：京都～32.8％：沖縄）と感じている
人が少ないことが示された。 
臓器提供意思表示の意義として、「誰かの

役に立つ」66.9％（静岡）～73.5%（沖縄）、
「家族の悩みや迷いを少なくして家族の負
担を軽減する」40.5％（静岡）～51.8%（沖縄）
であった。 

家族と臓器移植・提供についての対話は約
3割に留まっていた（24.9%：静岡～32.0%：沖
縄）。 
知識については、正解率が低い項目は、「臓
器を取り出しても複数の傷ができることは
ない」：14.3％（福島）～17.3%（京都）、提
供後のお身体は３時間から６時間で家族の
もとにかえってくる」：13.8％（沖縄）～19.
5%（京都）、「臓器移植を受けた患者のうち、
移植された臓器が一定期間後に体内で機能
している者の割合は、日本は海外と比べて高
い」：11.4％（沖縄県）～17.3%（岡山県）で
あった。 
 
2)「臓器提供迷ってますカード」の社会実装と評
価 
  R5年度の結果は以下のとおりである。 
【社会科学系大学274名を対象とした調査】 
既存/新規同裏面のカードと比較し、「迷って
ますカード」の方が統計学的有意（p<0.001）
に抵抗感は低かった。また、「友人と話すき
っかけになる」との意見が多かった。 
【社会科学系大学60名を対象とした調査】 
既存/新規同裏面のカードと比較し、「迷って
ますカード」の方が、統計学的有意（p<0.00
1）に記入の抵抗感は低く、気持ちに寄り添っ
ていると感じていた。また、「臓器提供につ
いての情報を調べてみたい」「家族と話すき
っかけになる」「友人と話すきっかけになる」
「意思表示することを忘れない」との意見が

多かった。「意思表示することを忘れない」
と回答した理由を自由記述より分析したと
ころ、「今後しようと思うことにチェックす
ることで記憶に残りやすい」「迷っている状
態だと自身で認識していることから、今後ど
うするか決断しなければならないと思える」
「迷っているままにはしたくないと感じる」
などが挙げられた。 

R6年度は、移植学会での展示、医療系進学
希望者向けのキャリアイベント、病院・商業
施設での市民向け啓発イベントにおいて、延
べ数百枚を配布した。配布時に得られた自由
記述や聞き取りでは、「このカードなら書け
る」「家族に話してみようと思った」などの
声が多く、使用者自身の立場を柔軟に言語化
する機会となった。 
  医療系進学希望者向けのキャリアイベン
トにおいては、これまで意思表示に対して、
意思表示カードを示して、記入を促すことは
「賛成」か「反対」の2択を選ばせ、提供を押
し付けるような側面が見られてしまうとい
う声があった。「迷ってますカード」を導入
することにより、生徒に対して、講師の意見
に左右されることなく臓器提供に関してよ
りフラットに考えてもらうことができるよ
うになることが期待される。 
  院内での啓発については、患者を対象とし
て42枚のカード配布実績を得られた。直接の
ヒアリングはできなかったが、迷ってますカ
ードに関するパネルを注視する患者も見ら
れた。この啓発活動に関して救急外来スタッ
フ8名へのヒアリングを行い、4名は臓器提供
の意思表示をまだ決めていないということ
であったが、迷ってますカードにより、まだ
決まっていなくても所有することが可能で
あり、今後考えるきっかけになるとの回答を
得た。 
  商業施設での市民向け啓発イベントにお
いては、120名の来場者からアンケート回答
を得た。有効回答数109件のうち、迷ってます
カードが印象に残ったと答えた人は約84％
であった。また、来場者の中で、配布された
カードに次のアクションに関するチェック
をつけることができた人が32%であった。 
  また、迷ってますカードに関する印象の定
性的分析では、「意思表示は怖いものと思っ
ていたが、考える入口としてよかった」「話
しやすい空気が生まれた」といった意見が複
数報告され、これまで意思表示にたどり着い
ていない層に届く新しい形式のツールとし
て有効性が示された。 
なお、「迷ってますカード」は、社会課題

の本質に迫る優れた取組みとして「第64回A
CC賞PR部門」に入賞し、社会からも評価を受
けた。https://youtu.be/1ZsW6QHXX9o  

さらに、読売新聞(3月8日朝刊)でも大きく
紹介され、社会的な認知と共感の広がりが見
られた。また、これらの展示活動を通して、
「迷い」の次のステップへの接続として、研
究②の取り組み成果である対話支援ツール
との組み合わせが有用であると示唆された。 
 
3)意思表示行動メカニズムに基づく対話支援ツ

https://youtu.be/1ZsW6QHXX9o
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ールの開発と検証 
  R5年度は、各人の行動変容段階と促進因子
を機械学習させアルゴリズムを形成した。AI
によるテーラーメイドの啓発ツールのプロ
トタイプ版をもとにした議論を行い、意思表
示に至るメカニズムの見直しを行った．大学
生を対象とした定性的な調査の結果から、自
身の意思を決定していくためには、他人との
コミュニケーションが重要という示唆が得
られた。 
R6年度は、JOTが発信する信頼性の高い啓発
資材をベースに、質問→情報提示→対話誘導
という3ステップを組み込んだ1端末2人用の
対話支援ツール(https://mokab.github.io/transpl
antapp/)を作成した。  このツールの有効性を
検証するために、商業施設での一般市民を対
象としたイベントと中学3年生を対象とした
道徳の授業において調査を行った。 
  商業施設での一般市民を対象としたイベ
ントでは、合計70人(35組)が利用した。その
中で、70人(35組)が一緒に利用した相手と対
話をし、28人(14組)が臓器移植や臓器提供に
ついての家族の考えについて話したことが
ツールの利用ログを通して明かになった。 
  中学3年生を対象とした道徳の授業では、
合計36人(18組)が利用した。その中で、32人
(16組)が一緒に利用した相手と対話をし、8人
(4組)が臓器移植について話したことがツー
ルの利用ログを通して明らかになった。 
さらにここでは、別途調査票による定量的な
調査及びインタビューによる定性的な調査
を行った。定量的な調査では、利用者の中で
21人(58%)がこのツールを家族と使用しよう
と思った、20人(56%)が家族と話すきっかけ
になると思うと回答した。この定量的な調査
に加えて、授業を受けていた生徒4人に対し
て、半構造化インタビューによる定性的な調
査を行った。定性的な調査として、利用した
生徒の印象として残っているものは、臓器移
植に関する知識であることがわかった。特に、
移植に際しての傷の数や提供のために要す
る時間などが印象的だったという回答を得
た。家族と使うことができるかという質問に
対しては、全員が使えると回答した。しかし、
何もないところから使うということについ
ては少し難しいという回答を得た。以上の結
果から、本研究で開発したツールにより、臓
器移植や意思表示に関する対話が行われる
ことが示唆された。 
 
4)中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内
対話の促進 
  全国の中学校に関する調査においては、調
査対象は10,145校である。調査対象の学校の
道徳推進教師宛にダイレクトメールを送付
し、実際に回答が得られたのは1,187名（回答
率11.7%）であった。この中から回答に欠損値
のない864名を解析対象者とした。この調査
から、道徳の授業において移植医療の記載が
あるとされる教科書の使用は2023年度では6
6.4%であった。また、当該の単元に関する授
業の実施は2023年度では58.9%であった。 
  未実施の理由を探るために、2023年度授業

未実施者355名へその理由を質問し、 322名
から回答を得た。主要なものとして教科書へ
の未記載や教員の知識不足、授業のやり方が
わからない，責任を負えない，説明が難しい
があげられた。また、授業時間や教材研究時
間の不足、該当学年でないなども要因として
あげられた。 
また、中学3年生の子を持つ親に対する臓器
移植に関する道徳の授業についての対話調
査においては、中学3年生の子をもつ親1,340
名に対して調査を行った。 
  道徳授業に関連する子との対話頻度につ
いて，「道徳授業内容」については，一度も
ないという回答が44.7%であった。「道徳授
業・思いやり」については，一度もないとい
う回答が52.9%，であった。「道徳授業で臓器
移植を学んだこと」については，一度もない
という回答が78.9%であった。「臓器提供・意
思表示」については，一度もないという回答
が70.8%であった。 
自身および子の移植・臓器提供に関する考え
についての質問では、自身が移植を受けたい
と考える割合（56.6%）より提供したいと考え
る割合（62.2%）が高かった。また，両親の臓
器提供を承諾する割合は37.9％であった。一
方で子の場合、移植を受けさせたいと考える
割合（83.0%）は，臓器提供を承諾する割合（3
2.6%）より高かった。自身に対して考えてい
る割合と比較して逆転していることがわか
る。また、臓器提供に関する子どもの考えに
ついて、子の臓器提供に対する考えを知りた
いと答えた人は57.6%であった。子の臓器提
供に対する考えを知らないと、いざという時、
自身が困ると思う人は48.9%、子と臓器提供
に対する考えを話し合いたい人は54.3%であ
った。このことより、道徳の授業後の親子の
対話は少ないものの、約6割が移植に関する
考え方について親子で話し合いたいと考え
ていたことがわかる。 
  授業実践では、脳死判定を受けた女児とそ
の家族の実話を用いた教材をもとに「いのち
の有限性」や「つながる命」を考える道徳授
業を設計した。授業後半には対話支援ツール
を組み合わせ、生徒同士で自らの立場を言語
化・共有する活動を導入した。授業を行った
ことにより結果として生徒からの意見では、
次のものが得られた: 
・曖昧だった臓器移植についての知識が整理
され、自分なりの立場や理由を整理すること
ができた。 
・相手の意見に耳を傾ける中で、自分とは異
なる考え方があることを自然に受け入れ、多
様な価値観への寛容さが育まれた。 
・異なる立場に直面した際にも、安易に否定
することなく「なぜそう考えるのか」を尊重
する態度が芽生えた。 
・授業での対話が家庭へと広がり、家族との
自然な会話のきっかけになった。 
 また、帰宅後に「今日の授業で臓器移植につ
いて考えた」「自分はこう思った」と話題に
してみたいと話す生徒も多く、授業内容が家
庭内で共有される例が見られた。 
  対話支援ツールを活用した授業の取り組

https://mokab.github.io/transplantapp/
https://mokab.github.io/transplantapp/
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みにより、従来型の「授業内で完結し、感想
を書いて終わる」形式とは異なり、互いに問
い合い、意見を共有し合いながら学びを深め
るアクティブな授業が実現した。さらに、生
徒たちは「自分の思いを誰かに伝える」「相
手の思いを受け止める」という行為そのもの
が、生命倫理の本質に触れる体験であること
に気づき、授業で扱った「生命の尊重」の価
値を実感するに至った。 
 
5)海外渡航の注意喚起動画作成 
DICG(The DECLARATION of ISTANBUL 

on ORGANTRAFFICKING and TRANSPLA
NTTOURISM)が公開した患者向けパンフレ
ットのビデオ版（https://www.declarationofista
nbul.org/resources ）の日本語翻訳動画を制作
した。動画は移植医療基盤整備研究事業の専
用YouTubeチャンネルを作成し、2023年11月
23日(木)AM8:00、海外での臓器移植無許可あ
っせん判決の5日前一般へ公開、厚生労働省
より関連学会や団体へ周知通達された。(動画
URL：https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oN
bAgW9w2MyPCH7) 

作成にあたり、次を留意した。⑴日本語翻
訳時に医師監修のもとメッセージを追加す
る。これは、海外渡航はだめだと示すだけで
はなく、「それならどうしたらいいのか？」
という患者の気持ちへの回答となるように
「各国は臓器提供の自給自足の達成に努め
るべきです。」と追加した。これはイスタン
ブール宣言の「11.各国は臓器提供と臓器移植
の自給自足の達成に努めるべきである。」よ
り翻訳時医学監修を得てなされた。⑵概要欄
にイスタンブール宣言2018日本語版URLを
記載する。英語ではなく母国語で内容を把握
できるため、障壁も低く伝わりやすくなる。
⑶負担になりにくい動画再生時間（2分39秒）
とした。 
総視聴回数は1,413回、インプレッションの

クリック率が19％と高かった（2024年4月15
日現在）。最も視聴回数が多い時期は海外の
渡航移植無許可あっせん判決後（2023年11月
28日前後）である。また、主な視聴デバイス
はパソコン76.6%、流入経路は直接入力また
は不明60％、外部32％、YouTube検索4％であ
った。厚生労働省からの周知通達を受けた関
連学会や団体のほかに、地方自治体でも閲覧
された。 

 
6)自治体や都道府県Co.に負担をかけない地域
の啓発施策支援のしくみ構築（『科学的根拠に
基づく地域連携・啓発マニュアル』とwebsiteの
作成） 
  過去2年間の成果を踏まえ、意思表示行動
メカニズムに基づく啓発プロセスを整理し、
『科学的根拠に基づく地域連携・啓発マニュ
アル』の改訂を行った。このマニュアル、「ど
う啓発すればよいか」ではなく、「なぜその
方法が有効か」という根拠を明示する構成と
し、行動科学に基づく3つの因子:「抵抗感の
低減」「価値の認知」「対話経験の促進」を
軸として、啓発の実践を提案している。 
また、当該ウェブサイトには、「迷ってま

すカード」「意思表示支援ツール」「模擬授
業動画」など、各要素に対応する実践資材を
掲載し、実施者が目的や対象に応じて適切な
資材を選択できるように設計されている。加
えて、島田分担班による各都道府県の成功事
例や、吉住分担班の教育資材も掲載し、本研
究班の成果を総括的に提示した。 
 
7)学際的な国際連携と成果発信 
医療分野にとどまらず、行動科学を基盤とす

る学際的なネットワークを構築した。また、学術
的な国際発信の一環として、行動科学分野の国
際組織であるInternational Social Marketing A
ssociationのデータベースに、日本における行
動科学に基づく移植啓発事例2件が掲載される
運びとなった。 

 
③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
R4-5 年度は，臓器移植に関する市民公開講

座の効果を評価した。「公開講座」は聴講者の

臓器移植に対するイメージをポジティブに変化

させ，臓器提供の行動ステージ変容に一定の

効果があった。R5-6 年度は市民を対象とした

定量調査を実施した。福島県民の臓器移植/提
供に対する考えは，提供の多い岡山県や岩手

県と比較して，乖離を認めなかった。福島県

の 5類型病院訪問による聞き取り調査を行い，

提供の体制整備が不十分であり，地域の臓器

提供に対して障壁となっていることが示さ

れた。 
 
④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（江川・吉住分担班） 
R4 年度（江川班）は，日本移植学会主催の

メディアワークショップを開催し，同時にメ

ディアのニーズも把握し，医療者と社会の対

話の有り方を改善した。その成果を『移植』

に公表した。R5-6 年度（吉住班）は，医療関

連学生への啓発として，徳島大学医歯薬学部

１年生，博多メディカル専門学校 3 年生，宮

崎大学看護学科 2 年生，福岡歯科大学研修医

に講義を行った。講義後の調査結果，大学入

学前の移植に関する講義受講割合は 8割以上

であることが確認された。また，高校生対象

の講義実施から，問題点の抽出と解決策を検

討した。さらに，医学教育コンテンツを作成

し，大学関係者及び移植内科への説明資料に

取り入れることを検討している。 
 

 
④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
R4 年度は，臓器提供実施に必要な医療者ポ

ジティブ要因(インセンティブ，患者・家族ケ

アなど）に着目した探索的調査を行い，イン

https://www.declarationofistanbul.org/resources
https://www.declarationofistanbul.org/resources
https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbAgW9w2MyPCH7
https://youtu.be/ANbpKKVVdOw?si=oNbAgW9w2MyPCH7
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タビュー調査の準備を行った。なお，研究計

画書は山口大学の倫理委員会で承認された。

R5 年度は，複数の臓器提供実績がある 7 施

設のインタビュー調査を行い，R6 年度はイン

タビューの逐語録を分析し，行動科学に基づ

くモデルを構築した。 
 
Ｄ．考察  

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に

関する研究（島田分担班） 

行政との連携調査から見えてきたことして、ほ

とんどの都道府県で担当者とのやり取りが疎遠

であることが判明した。徳島県では医療政策課

が、移植啓発を担当しているが、我々も表敬訪

問して、半年後には担当者が交代していた。た

だし、密に連絡を取りあい、行政窓口を明確化

し、県知事のような影響力の強いリーダーシップ

をとる存在にも働きかけることで、円滑な啓発事

業が可能となると考える。また、啓発モデルの取

り組みを全国で共有するために、Website 構築

が必要となる。 
 
②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
1)既導出の意思表示行動メカニズムの精緻化 

本研究における全 16,050 名の意思表示率は

12.7％であり、2017 年度内閣府世論調査と同

水準であったことから、標本の妥当性が確認

された。国際比較調査（瓜生原, 2021）では、

英国・ドイツの意思表示率・意思決定率が日

本の約 2 倍であり、意思決定の促進が我が国

の課題であることが示唆された。また、アウ

トカム指標として 7段階の意思表示行動変容

ステージを用いることで、対象層の可視化と選

定が可能となり、従来指標の限界を補う意義

が確認された。 
行動科学であるソーシャルマーケティング

の視点からは、行動障壁の除去、価値の提示、

動機づけの提供が行動促進に必要である。本

研究では、主な行動障壁として「臓器提供に対

する不安」が挙げられ、その要因として知識の

欠如が確認された。特に、提供後の遺体の返

還時間等に関する誤認が不安感につながっ

ていた。約 9 割が家族の意思を尊重したい、

約 8割が家族の決断負担を重く感じると回答

しており、意思表示の価値として「意思表示が

家族の心理的負担軽減につながる」ことが確

認された。また、「家族との対話」はすべての行

動段階において有効な動機付け因子であり、

さらに、献血経験も関心喚起や行動の契機と

なることが確認された。 
さらに、意思決定の先延ばし行動が大きな障

壁であることが明らかとなり、行動科学に基づく

介入の必要性が示唆された。 
 
2)「臓器提供迷ってますカード」の社会実装とそ

の評価 

「迷ってますカード」は、臓器提供に即断で

きない層に寄り添う第三の意思表示手段と

しての有効性が示唆された。本ツールは、「賛

成・反対」の二択では意思形成に至らなかっ

た者や心理的抵抗を抱く者に対し、関心喚起

や意思形成の入口として機能している。また、

啓発者側の「押し付けがましさ」に対する抵

抗感の軽減にも資する点は、新たな発見であ

った。特に、医療系進路を志望する若年層に

おいて、「迷っている」という選択肢の提示が、

講師の意見に左右されることなく、臓器提供

を主体的に考える契機となった点は注目に

値する。 
 
3)意思表示行動メカニズムに基づく対話支援

ツールの開発と検証 

対話促進においては、知識提供のみならず、

情報と対話をつなぐ「仕組みとしての支援」

が効果的であることが確認された。中学生や

市民を対象とした実証では、ツールを通じて

自発的な対話が生まれ、互いの考えの可視化

が進んだ。これにより、対話には心理的・構

造的支援が必要であることが示された。 
しかし、生命に関わる話題であるがゆえに、

ツール単独での活用には限界があることも

明らかとなった。特に未成年や家庭において

は、学校教育との接続や事例提示など、導入

環境の整備が不可欠である。たとえば、「迷っ

てますカード」によって示された“迷い”を、

“語る”“共有する”段階で本ツールにつなげ

る工夫や、中学道徳教材「道徳ココログ・ノ

ート」への掲載は、本ツールの普及と実践の

拡大に資する取組といえる。 
 

4)中学生を対象とした「いのち」の授業と家庭内

対話の促進 

  本研究では、中学生を対象に、臓器提供に

関する価値観形成と家庭内対話の接点を探

る道徳授業の開発と、その実践における障壁

の除去を試みた。15 歳から意思表示が可能と

なることを踏まえ、「YES／NO」を迫るので

はなく、多面的に考える機会を重視した。中

学校教員への実態調査により、知識の不足や

伝え方への不安といった知識的・心理的障壁

が明らかとなり、それを基に Web サイト「生

命の尊さを伝える広場」を開設し、模擬授業

動画等を提供したところ、高い評価が得られ

た。現場の制約を考慮し、信頼性ある教材と
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事前説明により教育的正当性を確保すると

ともに、授業中の「対話・意思決定支援ツー

ル」の活用が、家庭内対話の広がりにもつな

がることが示唆された。 
 
6)自治体や都道府県等に過度な負担をかけな

い啓発施策支援の仕組みの構築 

従来の情報提供型啓発から、「行動科学に基

づく行動変容型啓発」への転換の必要性が明

確となり、これまでの取り組みを統合し、行

動科学およびソーシャルマーケティング理

論に基づいた啓発マニュアルと啓発専用ウ

ェブサイトを作成した。これらは、研究で確

認された「意思表示に至る行動メカニズム」

を踏まえた実践的構成となっており、市民、

教育者、医療従事者、政策立案者など、多様

なステークホルダーに対応するテーラーメ

イド型の資材を、一連の啓発プロセスとして

有機的に統合している。 
特に、「行動変容は偶然ではなく、科学的に

設計可能である」という立場に立ち、啓発活

動を「考える→実施する→評価する」の 3 段

階に整理した点は重要である。各段階には、

対象別アプローチ、共創的関係性の構築、倫

理的配慮といった多角的視点が組み込まれ

ており、従来の一方向的な啓発とは一線を画

す、実践知に基づく構造化の成果と評価でき

る。 
また、マニュアルとウェブサイトは、「誰に

でも使える」汎用性よりも、「現場で使いたい」

と感じられる構造を重視し、フローチャート

や事例提示を通じて、実践者が地域や対象者

の状況に応じて柔軟に選択・活用できる設計

となっている。さらに、受け手を受動的な対

象ではなく共創的パートナーと捉える視座

を提示し、「ともに考える啓発」を可能にした

点は、価値観形成と行動変容をつなぐ新たな

実践モデルとして意義深い。 
さらに、ウェブサイトには、動画による補足

説明や対象別ナビゲーション機能などが備

えられており、時間的・人的制約のある自治

体や医療現場においても実装可能性が高い。

今後は、地域ごとの試行と評価を通じた継続

的な改善により、「科学的啓発支援エコシス

テム」の中核資材として、他領域への応用も

含めた発展が期待される。 
 
【全体の意義】 

本研究は、意思表示行動の理解から、行動

支援ツール、教育、社会実装までを統合的に

取り組んだものであり、市民の態度変容・対

話促進・意思形成に寄与する多層的・科学的

アプローチを提示した。今後は、地域ごとの

実装と評価を通じた持続可能な啓発支援モ

デルの確立が期待される。 
 
③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
研究１：移植に関する市民公開講座での意識

調査 

本研究では、臓器提供および臓器移植の普

及啓発を目的として市民公開講座を開催し、ア

ンケートを用いて、臓器移植の意識調査を実施

した。比較対象として、令和3年9月に実施され

た「移植医療に関する世論調査」の結果（内閣

府のHPに公開）を参照した。 

公開講座の参加者の内訳では、年齢で30歳

代、40歳代、50歳代が全体の約7割を占め、医

療従事者が35％と多い結果であった。 

臓器提供に関する行動変容ステージを調査

した問1では、「関心なし」の回答はなく、「関心

がある」が22名（46％）と最も多く、「意思表示を

行っている」が17名（36％）と多かった。世論調

査結果では、「関心なし」が16％、「意思表示を

行っている」が11.2％であり、大きく異なる点であ

った。臓器提供の意思表示を行っていない理由

については、抵抗感、不安感があるという回答

がおよそ58.3%、50.0％であり、世論調査の27.

1％、34.3％を上回る結果であった。 

 「公開講座」前後で、アンケート調査結果を

比較した結果から、一般啓発の社会実装介入と

して実施した「公開講座」の介入効果を考察した。

行動変容のステージでは、「関心があるが、臓

器提供する/しないは考えていない」の回答率

が23％から12.2％に減少し、「関心があるが、臓

器提供する/しないは考えている」あるいは「臓

器提供する/しないは決めたが、意思表示する

までは考えていない」の回答率が増加した。この

ことは、介入（公開講座）により、行動変容が次

のステージに移行したと考えられた。これらの結

果から、「公開講座」は聴講者の臓器移植に対

するイメージを変化させ、臓器提供の行動ステ

ージの変容に一定の効果があったものと考えら

れる。 

研究２：市民を対象としたWEBアンケート調査 

福島県民の臓器移植の意識について定性/

定量調査を行った。また、人口あたりの臓器提

供数が少ない福島県の県民意識と状況を、臓器

提供の多い岡山県および岩手県と比較した。 

福島県民の臓器提供の意思では、提供した

い；43%、どちらかといえば提供したくない19%で

あり。岡山県、岩手県と比較して、差は認められ

なかった（岡山県；42%,21％、岩手県；49%, 17%）。

臓器提供の行動変容４段階ステージ（関心なし/

関心あり/意思決定/意思表示）の回答率は、福

島；27％/49％/11％/13％、岡山；31%/44%,12%/
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13％、岩手；27%/46%/13%/14%）であり差は認め

なかった。本調査により、福島県民の臓器移植/

臓器提供に対する意識は、臓器提供の多い岡

山県や岩手県と比較して、乖離を認めなかった。

いずれの県においても、臓器提供には関心があ

るという段階に留まる市民が多く、意思決定/表

示への行動変容を促す啓発の必要性が示され

た。 

福島県の回答者について、行動変容ステー

ジと臓器提供を受けたいと思うか、臓器提供の

決断に対する負担、過去の経験を調査した結果、

それぞれの回答率に行動変容ステージと関連を

示した。特に、過去の経験では、臓器移植/提供

について家族と話した経験が「一度もない」という

回答は、関心なし/関心あり/意思決定/意思表

示で、それぞれ90％、73％、61％、41％と大きな

変化が見られた。このことから、過去経験が臓器

提供の行動変容ステージを進める要因となって

いる可能性が示唆された。今後、臓器提供に関

して家族と対話するきっかけを作るための施策

が重要であると考えられる。実際に、福島県の10

代の回答では、臓器提供に関心があり臓器提供

をする・しないを考えていると回答した比率はほ

かの年代より高いことが明らかとなった。これは、

臓器移植を題材とした生命の尊さに関する学習

が義務教育の現場で取り上げられていることが

影響している可能性と考えられる。 

研究３：福島県の5類型病院訪問による聞き取り

調査、研究４：臓器提供施設連携構築における

課題の抽出、研究5：福島医大における臓器提

供事案の検討 

福島県内の5類型病院の院長、看護師長、救

急科部長、院内コーディネーターを対象に聞き

取り調査では、福島県立医科大学を除く福島県

における5類型病院10施設のうち、9施設におい

て『現状で臓器提供の実施は困難』と回答がっ

た。多くの施設において臓器提供に対する体制

整備の遅れや人員不足、職員の経験不足や意

識改革の必要性という問題点を抱えていることが

明らかになった。院内体制整備状況では、マニ

ュアルの改訂がなされず、院内の勉強会やシミ

ュレーションが実施されていないことが判明した。 

 地域の拠点施設となっている福島県立医科大

学における臓器提供の体制について、令和 6 年

の臓器提供事案から考察した。その結果、拠点

施設にあっても、臓器提供プロセスに係る院内

体制整備は不十分であり、主科に多くの負担を

強いている現状が明らかとなった。拠点施設に

おける臓器提供の経験と体制整備構築のノウハ

ウを、福島県における関連施設（5 類型病院）に

共有し、地域における臓器提供プロセスの促進

を図ることが極めて重要であると考えられた。 
 

④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（江川・吉住分担班） 
 メディアが「継続的に記事を書く」ための

行動障壁として，ドナーやレシピエントなど

当事者へのアプローチの難しさ，リアルタイ

ムのデータが手に入らないこと，知識不足が

挙げられた。一方，移植医療についての記事

を書くことに感じる意義や価値として，一般

に現状を伝えること，移植医療に関心を持っ

てもらうこと，ドナーの増加につながること

が多く挙げられた。また，動機としては，当

事者の話や統計的データ，移植学会で様々な

議論を聞くことが挙げられた。記者自身が知

識や適切なデータを得て，当事者の声を聴き，

現在の課題，課題解決への糸口を市民に伝え

ることで，市民が関心をもって意思表示など

の行動を起こすことに寄与できると実感す

ることが重要と考えられる。そのために，ま

ず，移植学会が定期的にメディアへの情報提

供を行うことが不可欠である。 
医学生への講義及びアンケート調査から、

多くの学生が移植について学んだ経験があ

ることが明らかになった。講義後のアンケー

トでは、臓器移植に対する前向きな回答が得

られるものの、継続的な啓発活動が重要であ

ることを認識した。学生への啓発においては、

まずは（医療系ではない）一般人として移植

について理解してもらい、その後に医療従事

者として移植啓発の運動を行ってもらう必

要があると考えられた。特に、臓器提供の意

思表示をするかどうかといった身近な問題

から議論を広げていく必要があると考えら

れた。 
 
④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
1. インタビュー語りのコード化とカテゴリ

化 

本研究では、脳死下臓器提供に関与した医

療者の語りを質的帰納的に分析し、個の要因、

環境要因、患者・家族要因、行動意欲の 4領

域に整理した。 

個の要因には、臓器提供対応の多忙さへの直

面、患者家族との死生観の共有、自己効力感

や医療者としての責務の意識などが含まれ

ていた。これらの語りから、臓器提供は単な

る医療行為に留まらず、医療者自身の価値観

や職業的アイデンティティを深く揺さぶる

プロセスであることが示された。環境要因に

関しては、チーム医療体制の整備や組織文化、

上司の姿勢が医療者の臓器提供への関わり

に大きな影響を与えていることが明らかと

なった。とりわけ、臓器提供に肯定的な組織
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風土とスタッフ支援体制の存在は、医療者の

行動意欲を支える重要な要素であった。また、

患者・家族要因では、家族の強い意志や提供

後の感謝の反応が、医療者の意欲を高め、臓

器提供行為に対する肯定的な意味づけを促

進していた。 

これらの結果は、医療者が臓器提供に対して

抱く葛藤や達成感、使命感が多層的要因によ

って形作られていることを示している。  

2. 行動科学理論を参考に作成した仮説モデ

ル 

行動科学理論に基づき作成した仮説モデ

ルでは、個の要因、環境要因、患者・家族要

因が行動意欲に影響を与え、行動意欲が具体

的な臓器提供支援行動へとつながるプロセ

スを示した。さらに、行動後には達成感や安

堵感といったポジティブな行動結果の認知

が、次回以降の行動意欲を強化するという循

環的構造が示された。これは、臓器提供に関

わる医療者の行動が一過性のものではなく、

経験と自己効力感の蓄積により維持・強化さ

れることを示唆している。特に、ドナー管理

の成功体験や、救われる命に寄与できたとい

う実感は、医療者自身の職業的成長にもつな

がっており、臓器提供対応の継続的な質向上

に寄与している可能性が考えられる。 

このように、行動意欲の形成には個人的な倫

理観や価値観だけでなく、組織的支援と患者

家族からの社会的承認が密接に関与してい

ることが、本モデルの特徴である。 

3. モデルのフィードバックと検証 

作成した仮説モデルについてインタビュ

ー対象者にフィードバックを行った結果、モ

デルの構成は対象者の実感とも概ね一致し

ていることが確認された。特に、初回の臓器

提供対応時には、個人の意欲だけでは対応し

きれず、周囲の支援や組織的環境が大きな影

響を与えていたという意見が寄せられた。こ

のことは、本モデルにおいて環境要因が行動

意欲の形成に不可欠な役割を果たしている

という構造の妥当性を裏付けるものである。 

また、対象者から補足的意見や大きな修正

要望がなかったことは、抽出されたカテゴリ

とモデルの概念枠組みが臓器提供における

医療者の実態を的確に反映している可能性

を示している。 

したがって、本研究で構築した認識モデル

は、今後の臓器提供支援策の立案に活用可能

な基礎資料となり得ると考える。 

 

Ｅ．結論 

研究分担班別の主な結論は以下のとおり

である。 

 

①啓発に必要な資源の明確化と有効活用に

関する研究（島田分担班） 

全国啓発の加速のためには、行政と、医師・コ

ーディネータの密な連携が重要であり、 “モデ

ル啓発事例”を各都道府県で共有し、チーム作

りをしていく必要がある。 

 

②地域啓発プロセスマニュアルと実効性の

高い啓発方法の開発，⑤地域における啓発の

共創環境整備と実装への参画（瓜生原班） 
本研究は、臓器提供数が少なく啓発活動も

活発でない地域においても有効な啓発プロ

セスを開発し、科学的根拠に基づく地域連

携・啓発マニュアルの作成を目的とした。

16,050 名を対象とした調査により、「意思表

示に至る行動メカニズム」の妥当性が確認さ

れ、臓器提供に関する啓発には、行動変容ス

テージに応じた施策立案が必要であること

が明らかになった。 
特に、臓器提供に対する「抵抗感の低減（誤

情報修正など）」、「家族の負担軽減に関する

認知の促進」、「家族との対話経験」の 3 つが

意思表示を促す重要な要因であることが判

明した。また、約 8 割が家族の意思決定に負

担を感じ、9 割が家族の意思を尊重したいと

考えていることから、意思表示による家族の

心理的負担の軽減を周知する必要性が指摘

された。加えて、対話を促すには「話そう」

という単なる呼びかけでは不十分であり、自

発的対話を生む具体的な仕組みや、意思決定

の先延ばしを防ぐ工夫が求められる。 
このような課題に対応するため、「臓器提

供迷ってますカード」を開発し、学生や一般

市民を対象とした調査でその有効性を確認

した。このカードは即断できない人の立場に

配慮した第三の意思表示手段として評価さ

れ、広告賞も受賞した。また、科学的知識の

確認をきっかけに対話を促す「対話・意思決

定促進ツール」も開発され、中学生や一般市

民への調査で有用性が示され、『ココログノ

ート』という道徳教材にも採用された。 
教育現場の役割にも着目し、2019 年に中学

校道徳教科書に臓器移植教材が導入された

一方、教員の不安から授業実施が進まない課

題があった。そこで、授業に関する行動障壁

や動機づけ要因を調査し、それに基づく支援

サイト「生命の尊さを伝える広場」を開設。

模擬授業動画や指導案を提供し、「対話・意思

決定促進ツール」を活用した授業により、生

徒間や家庭での対話促進効果も確認された。 
以上の成果から、単なる情報提供ではなく、
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行動科学に基づく「行動変容型啓発」への転

換が必要であることが示された。完成したマ

ニュアルとウェブサイトは、全国の地域主導

型啓発施策の基盤として活用されるととも

に、試行と評価を通じて改善され、他分野へ

の応用も可能な科学的啓発支援エコシステ

ムの中核資材としての発展が期待される。 

 

③地域プロセスモデルの実証研究（丸橋分担

班） 
 本研究により、福島県民の臓器移植/臓器

提供に対する考えは、臓器提供の多い岡山県

や岩手県と比較して、乖離を認めなかったと結

論づけられた。いずれの県においても、臓器提

供には関心があるとする回答が最も多く、意思

決定、意思表示への行動変容を促す啓発の必

要性が示された。 

 また、行動変容ステージに関連する過去の体

験として、『家族あるいは友人との対話』が示され

た。今後、臓器提供に関して家族と対話するきっ

かけを作るための施策が重要であると考えられ

る。 

福島県の5類型病院では、臓器提供の体制整

備が不十分であり、地域の臓器提供に対して障

壁となっていることが示された。今後、拠点施設

（福島県立医科大学）が中心となり、各施設の院

内体制整備の構築と地域連携が重要である。 

 

④-1 移植に携わる医療者への啓発に関する

研究（吉住分担班） 
  移植学会は、定期的なメディアへの情報提

とその内容、当事者とメディアとの橋渡し方

法、学会開催時にその学会のトピックスをわ

かりやすくメディアへ解説する試みを検討す

ることの必要性が示唆された。 
臓器提供のプロセスにおいて、生前臓器提供

の意思表示、及び家族の自発的な提供の申し

出が増加することは、移植啓発の一助となり

えると考えられる。学生への講義を通して、

移植について考えてもらうこと、そしてその

考えが周りに広がることが重要だと考えられ

た。また、意識変容には、繰り返す啓発活動

の重要性が示唆された。さらに、今後は、教

育のためのコンテンツの普及も重要と考えら

れた。 

 

④-2 提供に携わる医療者への啓発に関する

研究（渥美分担班） 
  本研究では、脳死下臓器提供に関与した医

師および看護師を対象に、臓器提供に対する

認識と行動意欲の形成過程を質的に分析し、

行動科学理論に基づく認識モデルを構築した。 

その結果、医療者の行動意欲は、個人の感

情や価値観、自己効力感などの「個の要因」、

職場環境やチーム支援といった「環境要因」、

患者家族からのフィードバックである「患者・

家族要因」によって多面的に形成されること

が明らかとなった。 

さらに、行動結果の認知や経験の積み重ね

が、行動意欲を持続・強化する循環的プロセ

スも示された。 

対象者へのフィードバックにおいても、初

回の臓器提供対応時に周囲の支援や組織的支

援が不可欠であったことが指摘され、本モデ

ルの妥当性が支持された。 

これらの結果は、臓器提供に関与する医療

者の支援において、個人の能力向上だけでな

く、組織的体制整備や文化醸成が重要である

ことを示唆している。 

今後は、本研究で得られた知見を基盤として、

臓器提供に関わる医療者の育成支援、チーム

医療体制の強化、臓器提供文化の醸成に向け

た施策を推進していくことが求められる。こ

れにより、日本における脳死下臓器提供の更

なる適正化・推進に資することが期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

〇瓜生原葉子 
・瓜生原葉子「医療のエコ活動に対するソー

シャルマーケティングの貢献」『同志社商学』

第 75 巻第 6 号、pp.1093-1121、2024. 
・瓜生原葉子、江川裕人「メディアが臓器移

植に関する記事を継続的に発信するための環

境整備-日本移植学会メディア・ワークショッ

プのアンケート結果から-」『移植（Web）』

第 58 巻第 2 号、pp.109-117、2023. 
・瓜生原葉子「社会価値を共創するソーシャ

ルマーケティングの実装事例」『日本ヘルス

マーケティング学会誌』第 1 巻第 1 号、 pp.14-
21、2023. 
・瓜生原葉子「ソーシャルマーケティングに

基づく新型コロナ感染症対策」『同志社商学』

第 74 巻第 6 号、pp.825-868、2023. 
・瓜生原葉子「人生 100 年時代を支える医療

イノベーションと医療のエコ活動」『同志社

商学』第 74 巻 2 号、pp.165-188、2022. 
・瓜生原葉子「ソーシャルマーケティングと

ソーシャルグッドに関する考察」『同志社商

学』、第 74 巻 1 号、pp.1-22、2022. 
 
〇吉住朋晴 
・吉屋匠平、戸島剛男、吉住朋晴「肝移植の
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現状と課題」『BIO Clinica』40 巻、1314-9 頁、
2025. 
・筒井由梨子、伊藤心二、戸島剛男、本村貴

志、湯川恭平、吉住朋晴「移植医療のやりが

いと課題」『外科』87 巻、182-5 頁、2025. 
・吉住朋晴（2024）「臓器移植の歴史」『臨床

と研究』101 巻、1-3 頁、2024. 
・戸島剛男、伊藤心二、吉住朋晴「肝移植の

最前線」『Precision Medicine』7 巻、1052-6 頁、
2024. 
 
〇渥美生弘 
・渥美生弘、出口美義、中安ひとみ「小児、

教育、記録、宗教、法律に関する課題」『日

本集中治療医学会雑誌』第 29 巻 Supplement2 
号、pp.S41-S49、2022. 
・有松優行、渥美生弘、諏訪大八郎、大熊正

剛、土手尚、石田惠章、齋藤隆介、古内加耶、

小林駿介、伊藤静、徳山仁美、中安ひとみ、

出口美義、光定健太、角屋悠貴、武田栞幸、

田中茂「臓器提供の意思があったが虐待の可

能性が否定できず臓器提供に至らなかった小

児の 1 例」『脳死・脳蘇生』第 34 巻第 2 号、

p.91-94、2022. 
・小野元、安心院康彦、渥美生弘、稲田眞治、

國島広之、嶋津岳士、横堀將司、吉川美喜子、

横田裕行、江川裕人、水谷敦史、大宮かおり、

小川直子、中村晴美「脳死・臓器組織移植に

関する委員会 臓器提供経験施設への実態調

査研究に基づく新たな体制構築に関する提言

(Ver.1)」『日本救急医学会雑誌』第 33 巻第 8
号、pp.436-463、2022. 
・横堀將司、横田裕行、渥美生弘、黒田泰弘、

内藤宏道、西山慶、林宗博、平尾朋仁、本多

ゆみえ、師岡誉也、吉川美喜子、稲田眞治、

小野元、伊藤友弥、江川裕子、沢本圭悟、岩

永航「一般社団法人日本救急医学会脳死・臓

器組織移植に関する委員会 委員会報告 脳

死下臓器提供におけるアンケート調査 脳死

判定を目的とした転院搬送の考察をふまえて」

『日本救急医学会雑誌』第 33 巻第 8 号、p.421-
435、2022. 
 
2.  学会発表 

 

〇島田光生 
・齋藤裕, 島田光生, 寺奥大貴, 山田眞一郎, 
池本哲也, 森根裕二「徳島から発信する移植

普及啓発 -医療系学生への命の授業・全国移

植啓発チーム設立-」第60回日本移植学会総会

（長崎）要望演題、2024.9.12-14. 
・齋藤裕、島田光生、寺奥大貴、山田眞一郎、

池本哲也、森根裕二「脳死肝移植ドナー不足

解消にむけての普及啓発活動- 医療系学生に

対するドナーアクション（命の授業）の必要

性 –」第58回日本移植学会総会（名古屋）一

般口演、2022.10.13-15. 
 
〇瓜生原葉子 
・Yoko Uryuhara (2024) "Research on musica
l events as a way of facilitating dialogue wit
h families about organ donation", European S
ocial Marketing Conference, Slovenia. 
・瓜生原葉子「行動科学を基盤とした意思決

定支援ツールの開発」第60回日本移植学会総

会（長崎）2024.9.12-14. 
・瓜生原葉子「行動科学を基盤とした科学的

根拠に基づく戦略的な臓器移植啓発モデルの

構築」第60回日本移植学会総会（長崎）2024.
9.12-14. 
・瓜生原葉子「臓器移植に関する教育の実態

と展望―全中学校を対象とした3年間の調査

結果から―」第60回日本移植学会総会（長崎）
2024.9.12-14. 
・瓜生原葉子，多田義男「臓器移植を題材と

した授業の指導方法の開発‐全中学校を対象

としたアンケート調査結果から現代的課題に

ついて考える道徳の授業‐」第103回日本道徳

教育学会（金沢）2024.6.30. 
・瓜生原葉子「「意思表示の行動変容メカニ

ズムモデル」を用いた啓発施策立案への示唆」

第59回日本移植学会（京都）2023.9. 
・瓜生原葉子「高校における臓器移植の授業

の実態 全高校を対象とした調査結果報告」第

59回日本移植学会（京都）2023.9. 
・瓜生原葉子「臓器提供増加のための施策 行
動科学を基盤とした科学的根拠に基づく臓器

移植啓発モデルの構築」第59回日本移植学会

（京都）2023.9.   
・瓜生原葉子「全中学校を対象とした生命の

尊重に関連した授業実施についての調査結果

－現代的な課題、臓器移植を題材とした授業

に焦点をあてて－」第101回日本道徳教育学会

（新潟）2023.7. 
・瓜生原葉子「社会価値を共創するソーシャ

ルマーケティングの実装事例」（第1回ヘルス

マーケティング学会（名古屋/オンライン））、
2022.10. 
・瓜生原葉子「中学生の親は，臓器移植に関

する道徳の授業について子と対話をしている

のか」第58回日本移植学会総会（名古屋）20
22.10.13-15.  
・瓜生原葉子「全中学校を対象とした道徳に

おける臓器移植の授業実施に関する調査結果」

第58回日本移植学会総会（名古屋）2022.10.1
3-15. 
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〇丸橋繁 
・佐藤直哉、石亀輝英、小船戸康英、芳賀淳

一郎、千葉裕仁、武藤亮、月田茂之、東孝泰、

大関篤、菅原良太、木村隆、見城明、瓜生原

葉子、丸橋繁「福島県民の臓器移植に関する

意識調査―臓器提供の多い地域との比較―」

第60回日本移植学会総会（長崎）2024.9.12-1
4. 
・佐藤直哉、石亀輝英、小船戸康英、芳賀淳

郎、武藤亮、月田茂之、東孝泰、木村隆、見

城明、瓜生原葉子、丸橋 繁「臓器移植に関

する福島県民の意識調査」第59日本移植学会

（京都）2023.9.21-23. 
・佐藤直哉、石亀輝英、小船戸康英、芳賀淳

郎、武藤亮、月田茂之、東孝泰、木村隆、見

城明、瓜生原葉子、丸橋 繁「膵臓移植の普

及啓における市民公開講座の効果」第59回日

本移植学会（京都）2023.9.21-23. 
 
〇吉住朋晴 
・吉住朋晴「諸君、狂いたまえ」第19回 日本

移植・再生医療看護学会学術集会教育セミナ

ー（宮崎）2024.11.2. 
・吉住朋晴「日本移植学会の臓器提供普及啓

発」第60回日本移植学会総会 移植学会認定

レシピエント移植コーディネーター教育セ

ミナー（長崎）2024.9.12. 
 
〇渥美生弘 
・山本小奈実、渥美生弘、立野淳子、高橋恵、

藤平春加、荒川裕貴、林美恵子・加藤智子、

瓜生原葉子「救急・集中治療における脳死下

臓器提供を経験した医師と看護師の認識の

変化と課題」第 60 回日本移植医学会学術総

会（長崎）、2024.9.13 
・渥美生弘「臓器提供-誰のために行うのか-」
第 47 回日本脳神経外傷学会（東京）2024.3.1. 
・渥美生弘「救急集中治療における終末期に

対する考え方の成熟が必要である」第 57 回

日本臨床腎移植学会（名古屋）2024.2.15. 
・渥美生弘「患者の思いに応える」宮城県第

15 回移植医療推進会議（宮城）2024.2.7. 
・渥美生弘「患者の思いに応える」心移植サ

ポート」（Web）2023.10.28. 
・中安ひとみ「Consider the causes of low organ 
donation in Japan by the GCS3 registry  
ISODP ２０２３」（Mandalay）2023.10.19. 

・渥美生弘「共に歩む」小松市民病院講演会

（石川）2023.10.12. ・渥美生弘「患者の思い

に応えるために」日本移植会議公開シンポジ

ウム（東京）2023.9.30. 
・渥美生弘「ドナーの転院搬送が開始になる

院内コーディネーターの役割の今後」第 24回
兵庫県臓器提供懇話会（兵庫）2023.9.29. 
・渥美生弘「急性期終末期医療における代理

意思決定支援とは」 JATCO 症例検討会  
（Web）2023.9.2. 
・渥美生弘「脳死・心停止ドナー候補者発生

施設での対応」日本看護協会（Web）2023.6.
20. 
・渥美生弘「患者の思いに応えるために」令

和4年度 第2回沖縄県移植情報担当者会議

（沖縄）2023.3.9. 
・渥美生弘「患者家族と協働する」山口大学

臓器移植コーディネーター院内研修会（山口）
2023.3.8. 
・渥美生弘「患者の思いに応える」島根県立

中央病院（島根）2023.2.21. 
・渥美生弘：患者の思いに応えるために 臓

器提供勉強会 富山県立中央病院（富山）
2022.10.28. 
・渥美生弘：患者の思いに応えるために 福

井県臓器提供普及啓発協議会（Web）2022.8.17. 
・渥美生弘：救急・集中治療における臓器提

供 第 44 回日本呼吸療法医学会学術集会（横

浜）2022.8.7. 
・渥美生弘：患者の思いに応えるために 日

本移植学会次世代リーダー養成講座（Web）
2022.7.23.  
・渥美生弘：臓器移植における基礎知識と看

護実践 日本看護協会（Web）2022.6.22.  
・渥美生弘、横田裕行：臓器提供ハンドブッ

ク 第 34 回日本脳死脳蘇生学会（Web）
2022.6.19. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

  なし 

3.その他 

なし 

 

  


